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Ⅰ はじめに 

 

平成 29 年度、区内初となる施設一体型の小中一貫教育校（旧新泉小学校、旧和泉小学校及び

旧和泉中学校を統合）である杉並和泉学園は、開校３年目を迎えた。こうした中で、教育委員会

は、27・28年度に続き、杉並和泉学園の運営等に関する検証を行った。 

 

平成 29 年度における同学園の運営等に関する検証に当たっては、昨年度と同様に同学園の学

校運営協議会と連携・協働し、学校運営協議会が独自に実施した保護者アンケート結果等を参考

にするとともに、学識経験者からの意見も聴取した。さらには、昨年の検証結果に対する意見等

を踏まえ、検証に新たな視点を加える等、より学園の実態に即した視点から検証を進められるよ

う努めたところである。 

 

教育委員会としては、本検証結果を各小中学校やその関係者等と共有し、今後の同学園の円滑   

な運営等はもとより、新たな施設一体型の小中一貫教育校づくりをはじめとする本区の小中一貫   

教育の一層の推進を図っていく所存である。 
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Ⅱ 検証の目的・方法等 

１ 検証の目的 

 

区内初の施設一体型小中一貫教育校として平成 27 年４月に開校した杉並和泉学園について、開

校３年目にあたる平成 29 年度の運営等を検証し、その結果を今後の同学園の運営等に生かすとと

もに、新たな施設一体型小中一貫教育校づくりをはじめとする本区の小中一貫教育の更なる推進を

図る上での参考とする。 

 

２ 検証方法等 

 

(１) 検証の視点 

「新泉・和泉地区小中一貫教育校設置計画」（平成 22年５月）に掲げた「小中一貫教育校の効    

果」等を踏まえ、昨年と同様の視点に新たな視点を加えた５つの視点により、検証を行う。ま

た、昨年の視点④「学園における施設・設備等の教育環境について」は、現状の設備を活用し

た施設利用が概ねできていることから、メインテーマをＩＣＴとし、視点①「小中９年間の学

びの連続性を踏まえた学習活動による効果について（ＩＣＴの活用を含む）」に組み込む。 

 

【平成 27・28年度の検証の視点】 

① 小中９年間の学びの連続性を踏まえた学習活動による効果について 

② 学園生活における小中の相互交流等を通してもたらされる児童・生徒の成長について 

③ 学校支援本部や学校運営協議会等と連携・協働した学園運営について 

④ 学園における施設・設備等の教育環境について 

⑤ 学園全体の活性化について 

【平成 29年度の検証の視点】 

① 小中９年間の学びの連続性を踏まえた学習活動による効果について（ＩＣＴの活用を含む） 

② 学園生活における小中の相互交流等を通してもたらされる児童・生徒の成長について 

③ 学校支援本部や学校運営協議会等と連携・協働した学園運営について 

④ 学園全体の活性化について 

⑤ 学園運営に対する総合的な評価について 

 

視点⑤「学園運営に対する総合的な評価について」は、学園が掲げる学園運営計画に対し、どの

ような方法で学園が取り組み、保護者や児童・生徒、教員はどのように感じ、評価しているかを総

合的に捉える項目である。 
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(２) 検証方法 

上記（１）の「検証の視点」ごとに、平成 29年度の主な取組と関連する以下の調査結果等を   

軸に、「特定の課題に対する調査、意識・実態調査」結果等により必要な補完をしつつ、検証   

を行う。経年比較が可能な部分については比較を行い、平成 27～29 年度の比較及び区内他校

との比較（教育調査全校共通設問のみ）を行う。 

 

検証の視点 調査結果等 

① 「教育調査」 平成 27～29年度（毎年 12月実施）、 

「学力調査・体力調査」平成 29・30年度（毎年５月実施） 

② 「教育調査」 平成 27～29年度（毎年 12月実施） 

「特定の課題に対する調査、意識・実態調査」 平成 28～30年度（毎

年５月実施） 

③ 「教育調査」 平成 27～29年度（毎年 12月実施） 

④ 平成 26～30年度「児童・生徒数及び学級数等一覧」 

（毎年４～５月学務課集計） 

⑤ 「教育調査」、「特定の課題に対する調査、意識・実態調査」、 

学園独自のアンケートなど 

 

検証は、「杉並区小中一貫教育推進委員会」（以下「推進委員会」という。）において実施し、

具体的な作業は推進委員会の下に検証部会を設置して行う。  

また、その過程において、学校関係者、学校運営協議会委員、学識経験者の意見を聴取した

上で検証結果をとりまとめることとする。 

 

参考：各調査について 

【教育調査】 

・ 目的、対象、実施時期について 

各学校・子供園における教育・保育の水準の維持、向上を目的として、小学５年生から中学３  

年生の児童・生徒（特別支援学級〔知的固定学級〕も含む。）、全教員、全保護者を対象に、毎年

度 11月～２月に実施している。 

杉並和泉学園では、児童・生徒（小学部５年生から中学部９年生、特別支援学級〔知的固定学  

級〕中学部）、教員（全員：小学部、中学部、特別支援学級〔知的固定学級〕小学部、特別支援

学級〔知的固定学級〕中学部）、保護者（全員：小学部、中学部、特別支援学級〔知的固定学級〕

小学部、特別支援学級〔知的固定学級〕中学部）に対し調査を行っている。 

なお、本検証において、保護者の回答については、小学部５年生から中学部９年生、特別支援 

学級〔知的固定学級〕小学部、特別支援学級〔知的固定学級〕中学部の結果を用いている。 

 

・ 本検証で使用する「肯定率」について 

各設問に対し、全回答に占める「とてもそう思う」「ややそう思う」※１と回答された割合を「肯 
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定率」として用い、平成 27～29 年度の肯定率を比較する。ただし、平成 28・29 年度の教育調査

で設問が削除されたものについては、肯定率が記載されていない。また、特別支援学級の肯定率

の記載のない設問については、教育調査に設問がなかったものである。なお、学年等によって児

童・生徒数に差があることから回答件数が少ない学年等もある。 

 

※１教育調査の回答の選択肢は、「とてもそう思う」「ややそう思う」「どちらともいえない」「あまり思わない」 

「まったく思わない」「分からない」の６択となっている。 

 

【特定の課題に対する調査、意識・実態調査】 

・ 目的、対象、実施時期について 

    学校や子どもたちの実態を的確に把握し、学力を向上させることを目的に、小学校３        

年生から中学校３年生を対象に、毎年５月に実施している。 

   本調査が５月に実施されることから、調査年度の前年度の取組結果と捉え、前年度の５年生か 

ら８年生にあたる、６年生から９年生の結果を検証の対象とし、検証本文において、学年を１つ     

繰り下げて表示した。なお、学年等によって、児童・生徒数に差があることから、回答件数が少    

ない学年等もある。 

・ 本検証で使用する「肯定率」について 

    検証においては、各設問に対し全回答に占める「とてもあてはまる」「まああてはまる」※２と   

回答された割合を「肯定率」として用いる。 

 

※２「意識・実態調査」の回答の選択肢は、「とてもあてはまる」「まああてはまる」「あまりあてはまらない」「まった  

くあてはまらない」の４択となっている。 

 

【児童・生徒数及び学級数等一覧】 

・ 就学事務等の基礎資料として、毎年５月１日現在の児童・生徒数、学級数及び４月時点での学区 

域内の児童・生徒の就学先内訳の一覧を作成している。 

・ なお、平成 27年度入学をもって学校希望制度が終了し、平成 28年度から指定校に隣接する学校 

へ就学を希望する場合は、指定校変更第７号事由（学校の特色ある教育活動等に参加を志望する

理由）により申立てを行い、認定を受けることとなった。これによる、受け入れ人数の上限は、小

学校 10名、中学校 15名としている。 
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このほか、平成 29年度に学園の学校運営協議会が実施した保護者に対する以下の 

アンケート結果についても参考とした。 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

実施時期：平成 29年 12月 

調査対象：小学部・中学部の児童生徒の保護者（599人） 

回答率 ：83.2％ 

評価概要 

  今後の学園に期待すること（複数回答可）  

 学力向上  68.3%    

 体力向上 50.6%    

 英語教育の充実 47.9%    

 小中一貫教育の充実 36.2%    

 部活動の充実 35.2%    

 学園内や通学時の安全対策の充実 32.1%    

 国際理解教育  26.9%    

 挨拶の励行 25.4%    

 社会貢献活動・ボランティア活動の充実 17.0%    

 ＩＣＴ教育の充実 16.0%    

 小中交流活動の充実  15.2%    

 地域からの教育活動への支援の充実 14.2%    

 特別支援教育の充実 13.0%    

 児童生徒と地域との交流  9.8%    

 無回答  10.7%    
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Ⅲ 検証結果 

 検証の視点 

①  小中９年間の学びの連続性を踏まえた学習活動による効果について 

 

１ 平成 29年度の主な取組 

 

開校３年目となる杉並和泉学園の平成 29年度の学習活動等は、平成 28年度の検証結果等を踏ま  

え、小中学部９年間の系統性・連続性のある教育を推進することを第一の目標に、小中学部の教員

の協働的な取組をこれまで以上に充実させた。 

特に、平成 29 年度は、杉並区教育委員会教育課題研究指定校としてＩＣＴ（主にタブレットパ

ソコン）に関わる研究活動が開始されたことに伴い、小学部と中学部が共に授業参観をし、意見交

換等をする「学び合う場面」が増えたことで、教員間の協働関係をこれまで以上に進展させた。 

平成 29年度に一層充実した取組、新たに開始した取組としては、以下の８点があげられる。 

(１) 小中教員の相互交流 

   教員の兼務発令により、これまで進めてきた中学部教員の小学部高学年への授業参加（乗り入

れ指導）に加え、新たに小学部教員が中学部の実施する学力向上のための補習（夏季パワーア

ップ教室）に協力する体制を構築した。 

(２) ９年間の系統性・連続性のある教育 

小中学部９年間の系統性・連続性のある教育を充実させるため「小中一貫教育推進委員会」 

（小学部１名、中学部４名、合計５名の主幹教諭を中心に、必要に応じて分掌主任が加わる）を

立ち上げ、諸行事等における小中交流活動の一層の推進、学力・体力向上に向け系統性・連続     

性のある教育を目指した意見交換等を定期的に行う等、小中学部教員の協働体制の構築等を進

展させた。 

(３) 小中学部の教育課程の整理 

小中学部の時間割を変更し、これまで行われていなかった授業間の休み時間や給食後の昼休 

みにおいて、小学部の児童が毎日芝生校庭等で運動することができるようになった。 

(４) ＩＣＴ教育の拡大 

ＩＣＴに関わる研究活動において、小中学部教員が小グループで意見交換等を行うワーク 

ショップ型の研究会を定期的に行った。その結果、年度末に実施する教育調査において、教員の

協働にかかわる「連携する小中学校の教員が協力し合って各教科等の学習指導に取り組んでい

る。」等の設問での肯定率が 62.5%から 82.5%に向上した。また、小中学部教員の交流による教

科ごとのＩＣＴ機器を活用した学習活動を一層活性化させることができた。 

(５) 道徳授業やオリパラ教育の取組  

いじめ等人権侵害行為についての道徳授業や、オリンピック・パラリンピック教育の取組等

において、小中学部の児童・生徒が同一講師の講話等を聴く活動や、小中学部９年間を見通し

たキャリア教育や国際理解教育の学習活動等を通して、これまで以上に連続性を意識した教育

を進めることができた。 
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(６) 特別支援教育における情報共有 

小中学部９年間を通した特別支援学級の教育を進めるため、小学部と中学部での教育内容、指 

導方法等についての理解を深めること等を目的に、中学部特別支援学級のスキー移動教室に小

学部特別支援学級の教員も引率者として参加した。こういった取組を積み重ねた結果、中学部

への進級に際し情報共有が進んだ。 

(７) 部活動の取組  

中学部部活動に小学部６年生児童を日常的に参加させる取組を試行した。また、特定の競技

において、高い技術や指導力等を有する小学部教員が中学部の部活動での指導を行う仕組みを

構築した。その結果、生徒の満足度が高まり部活動の活性化につながった。 

(８) いじめの防止の推進 

「いじめ防止基本方針」の校内委員会に関わる箇所を改訂し、いずれかの学部で事案が発生し

た際、小中学部の生活指導主任が校内委員会に出席することとした。このことにより、これま

で以上に小中学部教員が連携して対応する体制づくりを行った。 

 

また、これらの取組を進める中で日常的な小中学部教員の協働関係も一層強固なものとなり、

職員室内で生活指導上の情報交換や授業づくりについて意見交換する姿が日常的に行われるよう

変化してきた。 
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２ 平成 29度教育調査結果 

「平成 29年度の主な取組」に対して、関連する教育調査の結果は、以下のとおりであった。 

※ｎ(Number of Casesの略)＝100％が何人の回答者数に相当するかを示す。（以下同じ。） 

 

 

区全体

72% 69%

(n=100) (n=3118)

77% 87% 72%

(n=76) (n=86) (n=2898)

80% 81% 59% 66%

(n=89) (n=85) (n=51) (n=1974)

72% 71% 69% 62%

(n=98)　 (n=65) (n=65) (n=1974)

88% 70% 80% 64%

(n=48)　 (n=47) (n=49) (n=2034)

62% 65%

(n=21)　 (n=23)

73%

(n=28)　

平均 77% 平均 75% 74% 平均 67%

特支 特支 100% 83% 特支 62%

小学部 小学部 (n=4) (n=21) 小学部 (n=34)

特支 100% 特支 89% 91% 特支 75%

中学部 (n=8) 中学部 (n=9) (n=10) 中学部 (n=71)

平均 － 平均 92% 86% 平均 71%

73% 58%

(n=100) (n=2602)

52% 77% 65%

(n=76) (n=83) (n=2426)

48% 55% 65% 61%

(n=85) (n=91) (n=54) (n=1839)

45% 48% 73% 63%

(n=88) (n=67) (n=67) (n=1789)

51% 59% 70% 67%

(n=48) (n=49) (n=50) (n=1879)

53% 48%

(n=21) (n=23)

73%

(n=21)

平均 51% 平均 53% 72% 平均 63%

5年 6年

6年 7年
　
　
　
　
保
護
者

8年 9年

9年

6年 7年 8年

7年 8年 9年

5年 6年

5年 6年 7年
学園の肯
定率は3年
続けて総
じて区全
体よりも
高い。
また、区
全体と同
様、学年
進行に
従って肯
定率は低
くなる傾
向にあ
る。

8年 9年

9年

7年

－

児
　
童
・
生
　
徒

先生たち
は、今、
授業で学
習してい
ること
が、前に
学んだこ
とやこれ
から学ぶ
ことと、
どのよう
につな
がってい
るか、説
明してく
れてい
る。

　

5年

6年 7年 8年

8年

H29結果の
ポイント設　問

肯定率

H27 H28 H29

学園 学園 学園

対象

9年

小学
(部)1年
から中学
(部)9年
を通した
一貫性の
ある教育
が進めら
れてい
る。

5年

学園の肯
定率は、
小中学部
共に上昇
傾向にあ
る。ま
た、総じ
て区全体
よりも高
い。

5年
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区全体

94% ５年 91%

５年 91% 94% ６年 88%

５年 87% ６年 85% 82% ７年 91%

６年 81% ７年 89% 88% ８年 89%

７年 84% ８年 74% 100% ９年 90%

８年 95% ９年 78%

９年 96%

平均 86% 平均 85% 92% 平均 90%

小学部 93% 小学部 95% 97% 小学部 94%

中学部 93% 中学部 100% 100% 中学部 89%

平均 93% 平均 96% 98% 平均 93%

71% ５年 77%

５年 87% 82% ６年 77%

５年 79% ６年 83% 80% ７年 56%

６年 68% ７年 73% 72% ８年 54%

７年 71% ８年 67% 62% ９年 56%

８年 58% ９年 61%

９年 73%

平均 72% 平均 78% 74% 平均 66%

特支 特支 特支

小学部 小学部 小学部

特支 特支 特支

中学部 中学部 中学部

平均 65% 平均 57% 48% 平均 58%

先 生 たち
は 、 電子
黒 板 やイ
ン タ ラク
テ ィ ブ
ボ ー ドを
使 い 、学
ぶ 内 容
が 、 より
興 味 をも
ち や す
く 、 分か
り や すい
も の にな
る よ う工
夫 し てく
れ て い
る。

教
　
員

電子黒板
やインタ
ラクティ
ブボード
を意図
的・計画
的に活用
し、学習
内容や課
題、児童
生徒の考
えや作品
を効果的
に示す授
業を行っ
ている。

学園の肯定
率は、小中
共に高く、
総じて区全
体よりも高
い。また、
学園の肯定
率は、３年
続けて上昇
傾 向 に あ
り 、 ほ ぼ
100 ％ に 達
している。

対象 設　問

肯定率 H29 結果の
ポイントH27 H28 H29

学園 学園 学園

学園の肯定
率は、学年
や年度に
よって変動
があり、一
定の規則性
は見いだせ
ない。

児
童
・
生
徒

学園の肯定
率は、学年
や年度に
よって変動
があり、一
定の規則性
は見いだせ
ない。50% 38% 56%

67% 70% 61%

 
 
　
　
　
　
　
保
護
者

学園で
は、電子
黒板やイ
ンタラク
ティブ
ボードを
活用し、
学習内容
や課題、
子どもの
考えや作
品を効果
的に示す
授業が行
われてい
る。

67%

64%
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【平成 30年度学力調査結果 特定の課題に対する調査より】 

※毎年５月実施のため、平成 30 年度分により、平成 29 年度の状況を確認するものである。なお、

６年生を卒業後、国・私立等の中学校へ進学する生徒もいるため、６年生と７年生以降の数値の

傾向が異なる。 

 
        学園国語(n=101)      学園国語(n=62)     学園国語(n=56)      学園国語(n=70) 

                算数(n=101)           算数(n=62)         算数(n=56)          算数(n=70) 

区  国語(n=3129)     区  国語(n=1965)    区  国語(n=2000)    区  国語(n=2023) 

算数(n=3128)         算数(n=1965)        算数(n=2001)        算数(n=2025) 

 
 

参考【平成 29年度学力調査結果 特定の課題に対する調査より】 

 

 
  

 

 

 

 

 

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

60.0

70.0

80.0

国語 算数 国語 算数 国語 数学 国語 数学

５年生

（現６年生）

６年生

（現７年生）

７年生

（現８年生）

８年生

（現９年生）

学園 区平均正答率(%)

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

60.0

70.0

80.0

国語 算数 国語 数学 国語 数学 国語 数学

5年生 6年生 7年生 8年生

学園 区

学園国語(n=83) 

  算数(n=82)        

区 国語(n=2974) 

 算数(n=2975) 

学園国語(n=53) 

  数学(n=53) 

区 国語(n=2016) 

  数学(n=2015) 

平均正答率(%) 

学園国語(n=66) 

  数学(n=66) 

区 国語(n=2018) 

  数学(n=2017) 

 

    

     

 

  

学園国語(n=48) 

  数学(n=48) 

区 国語(n=2064) 

  数学(n=2063) 
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【平成 30年度体力調査結果】 

※毎年４～６月実施のため、平成 29年度分により、平成 28年度の状況を検証するものである。な

お、小学生と中学生では採点方法が異なるため、数値の傾向が異なる。 

 

 
学園男子(n=53)      学園男子(n=29)      学園男子(n=28)       学園男子(n=34) 

           女子(n=50)          女子(n=26)          女子(n=26)           女子(n=26) 

区  男子(n=1633)    区  男子(n=1045)    区  男子(n=1079)     区  男子(n=1156) 

             女子(n=1534)         女子(n=928)         女子(n=930)          女子(n=880) 

 

 参考【平成 29年度体力調査結果】 

 

     

 

 

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

60.0

70.0

男子 女子 男子 女子 男子 女子 男子 女子

5年生

（現６年生）

6年生

（現7年生）

7年生

（現8年生）

8年生

（現9年生）

体力合計点
学園 区

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

60.0

70.0

男子 女子 男子 女子 男子 女子 男子 女子

5年生 6年生 7年生 8年生

学園 区

学園男子(n=46) 

  女子(n=43) 

区 男子(n=1583) 

   女子(n=1428) 

学園男子(n=27) 

  女子(n=22) 

区 男子(n=1082) 

  女子(n=932) 

学園男子(n=35) 

  女子(n=25) 

区 男子(n=1136) 

  女子(n=882) 

学園男子(n=28) 

  女子(n=19) 

区 男子(n=1124) 

 女子(n=948) 

    

体力合計点 
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３ 今後の取組に向けて 

 

開校３年目となり、教員同士の協働性や協調性はＩＣＴに関わる研究活動や日常的な情報連携・

行動連携等を通して、確実に高まっている。小中一貫教育の本来の目的は、教員同士の協働体制の

上に、小中９年間を通した系統性・連続性のある教育を進め、児童・生徒一人ひとりに知・徳・体を

バランス良く、確実に育成することにある。その意味で平成 29年度教育調査における保護者への設

問「子どもは、学校の授業を通して、分かることやできることが増えている。」という問いに対して

の肯定率が平成 28年度、55．2％であったのに対し、平成 29年度には 82．8％と高まっていること

は、この間の様々な取組の成果が出ているものと評価できる。一方で、学力調査においては区の平

均値を下回る学年もあったが、分析する材料の蓄積が十分でないことから、今後も結果を注視して

いくこととする。 

今後は、小中学部教員と保護者等が課題を共有し、共に同じ方向を見据えて行う、小中一貫教育

校ならではの教育活動や、地域運営学校、学校支援本部設置校の機能を生かした取組等にさらに磨

きをかけていく必要がある。また、新学習指導要領の完全実施を見据え、ＩＣＴに関わる研究活動

の成果を生かした学習活動に挑戦し続けることが求められている。 

 

 

【平成 30年度杉並和泉学園教職員体制】 

役 職 等 人  数 

校長（学園長） １人 

副校長（副学園長） ３人 

小学校教員 36人 

中学校教員 18人 

事務 ５人 

栄養士 １人 

計 64人 

 

【平成 29年度杉並和泉学園教職員体制】 

役 職 等 人  数 

校長（学園長） １人 

副校長（副学園長） ３人 

小学校教員 32人 

中学校教員 16人 

事務 ５人 

栄養士 １人 

計 58人 
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検証の視点 

② 学園生活における小中の相互交流等を通してもたらされる児童・生徒の成長 

について 

 

１ 平成 29年度の主な取組 

 

平成 29 年度において、前年度に引き続いて行った取組は「小中合同全校朝会の月１回の実施」、

「中学部合唱コンクールおよび小学部学芸会における相互鑑賞」、「中学部２学年生徒の小学部にお    

ける教員体験」、「芝生校庭での縦割り班交流活動及びお弁当給食交流」、「それぞれの運動会の観戦及

び応援」、「特別支援学級における定期的交流」等である。平成 29 年度は、これらに加えて以下の４

点の取組を開始又は活動等の改善を行った。 

(１) 専門委員会の合同実施 

前年度まで小学部児童会と中学部生徒会は、小学部の代表委員と中学部生徒会役員のあいさ

つ運動やいじめ防止等での活動以外に、協働の取組はほとんど無かった。平成 29 年度からは、

その他生活委員会等の専門委員会においても、協力した活動を開始した結果、特に児童が活発

に議論する姿勢が見られた。 

(２) 運動会への参加方法等の改善 

前年度までの運動会では、それぞれの学部の運動会を小学部と中学部の児童・生徒が観戦、応 

援していた。平成 29 年度においては、小学部と中学部の運動会をただ観戦等するのではなく、

実際、小学部と中学部の運動会に参加する活動等を行った。小学部運動会において、中学部生徒

が自主的に、着順判定等、運営を助ける活動を行ったほか、中学部運動会に、小学部の高学年児

童と応援団員がエールを送る等の取組がなされた。 

(３) 小中学部合同の和太鼓演奏を披露 

     旧新泉小学校で伝統的に行っていた「新泉太鼓」を継承し、６年生全員が学芸会や運動会等

で演奏した。みんなの夏祭り等で披露する小中学部合同和太鼓の演奏が始まった。初年度は、地

域の祭りや学芸発表会で練習の成果を披露した。 

 (４) 「杉並区小中学生環境サミット」への合同参加 

    杉並区が毎年開催する「杉並区小中学生環境サミット」に、小学部飼育係と中学部元飼育係

が共同で研究し実践した成果を発表した。 

 

一方で、内容の縮減を図ったものもある。例えば、他学年との交流給食等これまでの実績をもと    

に、実施等の必要性等を再度、見つめ直し、児童・生徒の心の成長等、実態に合わせた活動を行 

い効果が見込めるものに活動を集約した。これには、教員の働き方改革の一環として選択を行い、 

小中学部の教員が力を集中し小中一貫教育を充実・発展させていくという意図がある。 

新しい取組の実施に加え、児童・生徒の交流活動を精選し、実施する行事・取組等の質的向上等  

を図ったことは、小中学部教員の協働意欲を高め、小中学部の連携がこれまで以上に強化される

とともに成果を得られることにつながった。 
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２ 平成 27～29年度教育調査及び平成 28～30年度意識・実態調査結果 

「平成 29年度の主な取組」に対して、関連する教育調査等の結果は、以下のとおりであった。 

※（＊）のついた項目は「意識・実態調査」の結果である。 
 

 

 区全体 区全体 区全体

特支 特支  特支

小学部 小学部  小学部

特支 特支 特支

 中学部 中学部  中学部

平均 － － 平均 100% 84% 平均 77% 82%

５年 69%

５年 72% ６年 63%

６年 59% ７年 41%

７年 55% ８年 40%

８年 49% ９年 39%

９年 35%

平均 58% 平均 54%

特支 特支

小学部 小学部

特支 特支

中学部 中学部

平均 90% 平均 77%

５年 48% 58%

５年 64% 59% ６年 61% 54%

５年 58% 58% ６年 45% 54% ７年 33% 45%

６年 65% 56% ７年 44% 46% ８年 43% 42%

７年 46% 46% ８年 35% 44%

８年 44% 45%

平均 53% 51% 平均 49% 52% 平均 46% 50%

対　象 設　問

肯定率 H29結果の
ポイントH27 H28 H29

学園 学園 学園

肯定率は中
学部が３
年続けて
100%であ
る。

地域や学
校の同じ
年くらい
の子ども
と交流し
たり一緒
に勉強を
する機会
がある。

－ － 100% 98%

100% 81%77% 100% 77%

肯定率は
区及び学
園ともに学
年進行に
従って数
値が低く
なる傾向
にある。

中学部と
小学部が
一緒に活
動するこ
とは大切
だと思
う。

調査項目なし
調査項目

なし
調査項目

なし

肯定率は学
年進行に
従って数
値が低く
なる傾向
にある。67%

100%

67%

100%

児
　
童
・
生
　
徒

今の自分
を｢好き｣
と言え
る。（自
己肯定
感）
（＊）

67% 82%

100%
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３ 今後の取組に向けて 

 

    平成 29年度は、これまでの効果のあった取組をさらに拡充する一方で、効果が十分に上げられ  

ていない取組については精選を行った。一つひとつの取組の成果をしっかり検証しつつ、前年度

と同様の内容ではなく、児童・生徒の成長により効果的な取組になるよう改善を図っていく必要

がある。例えば縦割り班の交流においては、集団の規模が大きくまた第 1学年から第 9学年まで

の発達段階が異なる児童・生徒が混在しているため、活動内容の設定が難しく、活発な交流が十

分に行われていない現状があった。今後は、交流学年を限定していく等の工夫が必要である。平

成 29年度から新たに始まった小学部と中学部の合同委員会の取組についても、まだようやく動き

始めたばかりであり、児童・生徒が主体的・協働的に相互交流に取り組み、学園生活をよりよく

工夫・改善していくためには、さらなる支援の在り方を検討していく必要がある。また、展覧会

や学芸会等、文化的行事における交流の在り方についても、活発な交流が図られるよう次年度以

降の検討課題とする。 

これらの取組の改善について、学校運営協議会委員からは、「小中一貫教育推進のため、形だけ    

の交流から児童・生徒の成長につながる交流へと変えていくことに、大きな意義がある。」等の意 

見が示されている。 

 区全体 区全体 区全体

76% 79%

(n=102) (n=3129)

84% 79% 84% 76%

(n=81) (n=2971) (n=63) (n=1966)

87% 79% 68% 76% 64% 68%

(n=91) (n=2695) (n=53) (n=2013) (n=58) (n=2003)

78% 76% 71% 70% 73% 71%

(n=68) (n=2768) (n=66) (n=2020) (n=72) (n=2025)

67% 70% 58% 70%

(n=48) (n=2063) (n=48) (n=2061)

52% 69%

(n=23) (n=2065)

平均 71% 74% 平均 72% 74% 平均 75% 74%

５年 79% 85%

５年 84% 85% ６年 84% 88%

５年 82% 84% ６年 83% 87% ７年 84% 86%

６年 90% 88% ７年 88% 85% ８年 81% 87%

７年 83% 86% ８年 83% 87%

８年 83% 88%

平均 85% 87% 平均 85% 86% 平均 82% 86%

６年 ７年 ８年

７年

５年 ６年

H29結果の
ポイント

学園の肯定
率が、区
全体を若
干上回っ
た。また、
区全体と
同様学年
進行に従っ
て数値が
低くなる
傾向にあ
る。

学園は学年
や年度によ
り変動が見
られる。

７年

児
　
童
・
生
　
徒

自分と違
う意見や
考え、気
持ちも大
切にでき
ている。
(相互承
認の態
度)(＊)

８年

８年

自分は、
努力すれ
ば、たい
ていのこ
とはでき
るように
なると思
う。（自
己効力
感）
（＊）

５年

５年 ６年

対　象 設　問

肯定率

H27 H28 H29

学園 学園 学園
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一方、自己肯定感、自己効力感、相互承認の態度にかかわる設問に対しては、区全体の結果に   

比べ、やや低い傾向にある。 

自己肯定感等は、学年が上がるにつれて下がることは発達段階として一般的であり、成長の証

でもある。したがって、一概に小中一貫教育にかかわる教育活動の進捗状況を評価するものでは

ないが、小中学部共通の課題であると受け止める必要がある。今後、小中学部教員が共にその課

題を共有して、その解決に向けた協働的な取組を一層充実させていかなければならない。 
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検証の視点 

③ 学校支援本部や学校運営協議会等と連携・協働した学園運営について 

 

１ 平成 29年度の主な取組 

 

前年度のＣＳアンケートでは、ＣＳの認知度の低さが明らかになった。そのため、平成 29 年

度における本学園の学校運営協議会は、月１回の定期的な会議において認知度を高めることを協

議・検討事項の中心に据えて運営された。なお、保護者から期待度が高かった「学力向上」につい

ては、国・都・区が実施する学力調査・意識調査等を分析し、次年度、学園運営方針や教育課程編

成に向けた改善策等を、委員それぞれの見識等を生かし、繰り返し意見交換等を行った。  

このことに加え、以下の４点を学校運営協議会として実施した。 

(１) 学校運営協議会ホームページの開設 

平成 28年度「ＣＳアンケート」の結果において、学校運営協議会自体の保護者の認知度が

低かった事実を受け、学校運営協議会の活動内容等を発信するためのホームページ立ち上げ

を検討し、実現した。 

(２) 学校運営協議会主催の「熟議」の実施 

７月には、昨年に続き実施された学校運営協議会主催の「熟議」が行われ、教員と保護者

代表としてのＰＴＡ役員、地域の代表としての学校支援本部プロジェクトリーダーが、学園

の児童・生徒に育てたい精神「３Ｃ」(Communicate かかわる Create 創造する Challenge

挑戦する）をそれぞれの立場でどのように育てるか等について意見交換し『アクションプラ

ン 2018』としてまとめた。 

(３) 学園だよりにＣＳ紹介欄を新設 

毎月の学園だよりに「ＣＳコーナー」を設け、委員が輪番で原稿を書くことで、学校運営    

協議会やＣＳ（コミュニティスクール）の名称、役割、委員の思いや願い等が、より広く保

護者・地域に認知されるように努めた。  

(４) 英語版の杉並和泉学園の紹介リーフレットの作成 

「杉並和泉学園の特色の一つである外国語教育をさらに進展させるために、英語版の学園

紹介リーフレットを作りたい」「ウィロビーの学校との学校間協定を結ぼうとしている学園

に英語版の学園紹介リーフレットが無いのは不思議」と考える委員が中心となり、地域の英

語に堪能な方々、本学園中学部英語科教師、ＡＬＴの力を借りてリーフレットを完成させた。 

 

学校支援本部については、平成 29年度については、12人のコーディネータが中心となり、延   

べ 1,600名を超える方々により、これまでの「英語検定、漢字検定の受験支援」、「土曜日、放課

後学習支援」、「日本の伝統文化を学ぶ学習の支援」、「授業や校外学習等への支援」、「部活動活性

化支援」、「起業家教育の実施」等をさらに充実させてきた。特に「英語検定」については、中学

部生徒だけではなく、小学部の児童も参加し、好成績を残している。さらに、算数への興味・関

心を高めるために実施する「わくわく算数レストラン」についても、全学年実施に拡充された。 

新規の事業・取組としては、平成 29年度、中学部が水曜日に放課後補習教室(水曜手習い塾)

を開設したことから、小学部だけではなく中学部にも人材派遣が新たに開始された。 
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さらに、平成 29年度より、小学部ランチスペースを中心に放課後居場所事業を本格実施した。  

学校支援本部もイベントを工夫し、参加している。毎月、学校、支援本部、子ども子育てプラ

ザ所長、「いずみんな」スタッフ、児童青少年課との打ち合わせを行い、場所の調整や児童理解

について情報共有している。保護者からは「安全な場所で放課後を楽しく過ごすことができ、素

晴らしい環境を提供していただいている。」と喜びの声が上がっている。 

 

上記以外にも「ミニ運動会」や「キャンプ」、「夏祭り」、「さざんかフェスタ」のイベントの企

画、実施は大きな地域の行事として根付きつつある。 

学年 学校支援本部の活動内容 

１年 ・下校指導 ・昔遊び ・盆踊り指導 ・遠足引率 ・生活科見学引率 

・芝刈り体験授業 

２年 ・遠足引率 ・盆踊り指導・生活科見学引率 

３年 ・弟子入り体験 ・盆踊り指導 ・お箏体験教室 ・昔の道具調べ   

・書道指導 

４年 ・赤ちゃんだっこ ・お箏体験授業 ・華道体験教室  

・図工の彫刻刀指導 

５年 ・稲作指導及び作業 ・地域清掃 ・ミシンを使う家庭科の授業 

・図工の彫刻刀指導 

６年 ・起業家教育 ・戦争の話 ・ミシンを使う家庭科の授業  

・図工の彫刻刀指導 

仲良し ・陶芸教室 

７年  

８年 ・和太鼓指導 

９年  

５組 ・調理実習 

小学部

全学年 

・毎週木曜日の放課後学習と夏のパワーアップ教室 

・わくわく算数レストラン ・朝の読みきかせ 

中学部

全学年 

・書写 ・水曜手習い塾 ・園芸部 ・部活活性化 

小中 

全学年 

・茶道体験学習 ・毎週土曜日の芝刈り（５～11月） 

・毎週土曜日の「手習い塾」 
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【学校支援本部活動実績】     

年度 活動回数 
人数（延べ人数） 

参加者 ボランティア 

H27 232  6,913  739  

H28 274  8,695  843  

H29 263  10,587  1,639  

 

２ 平成 29年度教育調査結果 

「平成 29年度の主な取組」に対して、関連する教育調査の結果は以下のとおりである。 

 

 

  

  H27　 H28 H29

５年 74% 96% 68%

６年 70% 77% 73%

７年 88% 80% 49%

８年 57% 64% 68%

９年 65% 52% 53%

平均 73% 79% 64%

特支

中学部

小学部 － 92% 97%

中学部 － 85% 92%

平均 － 90% 95%

５年 69% 86% 70%

６年 65% 78% 69%

７年 81% 70% 67%

８年 63% 82% 70%

９年 88% 61% 64%

平均 71% 78% 68%

特支

小学部

特支

中学部

平均 65% 91% 71%

対象 設　問

肯定率

H29結果の
ポイント

児
童
・
生
徒

先生たち
は、地域
の人と協
力しなが
ら、私た
ちの授業
や学校生
活をより
よくして
くれてい
る。

肯定率は学
年や年度に
よって変動
があり、一
定の規則性
は見いだせ
ない。

88% 89%

学年 学園

91%

 
 
教
員

地域人材
の活用を
積極的に
進めなが
ら授業や
教育活動
を計画
し、実践
してい
る。

学園の肯定
率は、小中
共に区全体
よりも高
く、上昇傾
向にある。

保
護
者

家庭・地
域・学園
が協力し
て子ども
の成長を
促してい
る。

学園の肯定
率は、学年
や年度に
よって変動
があり、一
定の規則性
は見いだせ
ない。

64% 93%

67% 89%

71%

70%
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３ 今後の取組に向けて 

 

平成 29年７月に学校運営協議会で実施した「熟議」において検討された「アクションプラン」

※３については、今後も毎年度検討を重ね、その時々の課題の解決や教育課程に示された重点等

の実現に資する内容に改訂していく必要がある。 

学校支援本部が運営する手習い塾や検定事業等の各プログラム・事業は、おおむね軌道に乗り、   

運営の円滑さが増してきている。しかし、中学部でのサポーター等の活用については、まだ十分   

であるとは言えない。また、小学部においても、学力向上が課題となっている状況の中、学園と 

学校支援本部が協力して行う補習等の実施方法・内容について、改善を図る必要性が増している。 

学校支援本部からは、「学園の課題解決を図っていく教育活動等を学園の要望や予算状況等を

踏まえながら、支援していきたい。」という、建設的な意見等をいただいている。今後も意見交

換等を続け、各プログラム・事業のさらなる充実を図っていきたい。 

平成 30年８月には、０歳から１５歳の子どもの育ちを地域ぐるみで考え、支援していく「杉 

並和泉学園校区地域教育推進協議会(以下、地教推)」が立ち上がった。このことを受け、現在学  

校支援本部が主催している様々な支援活動や子どもの育成事業を整理し、地教推に移管していく 

予定である。地域の中の様々な人材、事業所、関係機関、高等学校等との連携強化が期待でき、

それらの活動等の一層の充実を図るとともに、今後の地教推の円滑且つ活発な活動のために、小 

中学部教員の情報共有と協働化が求められる。 

 

※３「３Ｃ」(Communicateかかわる Create創造する Challenge挑戦する）を目指すうえで、家庭・地域・学校

それぞれの取組の目標や重点を一覧にまとめたもの。 
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１ 平成 29年度の主な取組 

 

平成 29 年度、学園の児童・生徒数および学級数は特別支援学級を含め増加している。それに

伴い、運動部や文化部の活動人数も増え、運動部においては都大会進出レベルの活動もできるよ

うになってきた。また、学校支援本部が主導するボランティア人数や児童・生徒数も年々増加し

ている。 

本学園への就学率や中学部の部活動、学校支援本部の活動状況から、学園全体の活性化が着実    

に進んでいる。 
 

【小学部・中学部 児童・生徒数及び学級数一覧（各年度５月１日現在）】 

 １年生 ２年生 ３年生 ４年生 ５年生 ６年生 小学部計 

児童数 学級数 児童数 学級数 児童数 学級数 児童数 学級数 児童数 学級数 児童数 学級数 児童数 学級数 

H26 
旧新泉小・ 

旧和泉小 

の計 

93 ３ 93 ３ 75 ３ 85 ４ 93 ３ 83 ３ 522 19 

H27 

小学部 

120 ４ 86 ３ 96 ３ 77 ３ 89 ３ 97 ３ 565 19 

H28 114 ４ 121 ４ 88 ３ 98 ３ 83 ３ 92 ３ 596 20 

H29 136 ４ 121 ４ 124 ４ 89 ３ 99 ３ 85 ３ 654 21 

H30 127 ４ 131 ４ 121 ４ 121 ４ 91 ３ 102 ３ 693 22 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※25年度の旧新泉小、旧和泉小の6年生の計は95名 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   ７年生 ８年生 ９年生 中学部計 

生徒数    前年度

6年比 

学級数 生徒数 学級数 生徒数 学級数 生徒数 学級数 

 

H26 旧和泉中 18 18% １ 27 １ 22 １ 67 ３ 

H27 

中学部 

49 59% ２ 19 １ 29 １ 97 ４ 

H28 70 72% ２ 51 ２ 24 １ 145 ５ 

H29 55 60% ２ 70 ２ 51 ２ 176 ６ 

H30 64 75% ２ 59 ２ 72 ２ 195 ６ 

 小中合計 

児童・生徒数 学級数 

H26 589 22 

H27 662 23 

H28 741 25 

H29 830 27 

H30 888 28 

検証の視点 

④ 学園全体の活性化について 
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【特別支援級（知的障害固定学級）児童・生徒数及び学級数一覧（各年度５月１日現在）】 

 １年生 ２年生 ３年生 ４年生 ５年生 ６年生 小学部計 

児童数 児童数 児童数 児童数 児童数 児童数 児童数 学級数 

H26 旧新泉小 ０ １ ２ ２ ４ ４ 13 ２ 

H27 

小学部 

７ １ ３ ３ ３ １ 18 ３ 

H28 ７ ６ １ ３ ３ ３ 23 ３ 

H29 １ ７ ６ １ ３ ３ 21 ３ 

H30 ３ ２ ７ ６ １ ３ 22 ３ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
【通学区域内の児童・生徒の就学状況】  

 

※４学校希望制度終了に伴う経過措置期間として、平成 26年度は上限 30名まで、平成 27年度は 20名まで、希望
すれば指定校の隣接校へ入学することができたが、平成 28 年度からは、指定校変更制度の中で申立てを審査し
て受入れを認める仕組み（指定校変更第 7号事由）に変更となった。 

 

  ７年生 ８年生 ９年生 中学部計 

生徒数 生徒数 生徒数 生徒数 学級数 

H26 旧和泉中 特別支援学級なし 

H27 

中学部 

５ ２ １ ８ １ 

H28 ２ ５ ２ ９ ２ 

H29 ４ ２ ５ １１ ２ 

H30 ５ ６ ２ １３ ２ 

 特支 小中合計 

児童・ 

生徒数 
学級数 

H26 13 ２ 

H27 26 ４ 

H28 32 ５ 

H29 32 ５ 

H30 35 ５ 

  
指定校へ 

他の区立小中学校へ

※４ 
国立・私立等学校へ その他 住民登録者数

(4/1現在) 人数 割合 人数 割合 人数 割合 人数 割合 

H26 
旧新泉小・

旧和泉小 

の計 

75 68.8% 26 23.9% ５ 4.6% ３ 2.8% 109 

H27 

小学部 

102 81.6% 10 8.0% ８ 6.4% ５ 4.0% 125 

H28 107 92.2% ２ 1.7% ４ 3.4% ３ 2.6% 116 

H29 129 89.0% ９ 6.2% ７ 4.8% ０ ０ 145 

H30 116 91.3% ６ 4.7% ３ 2.4% ２ 1.6% 127 
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【部活動および参加人数】 

 

 

 

 

 

 

 

【学校支援本部活動実績】  

年度 活動回数 
人数（延べ人数） 

参加者 ボランティア 

H27 232  6,913  739  

H28 274  8,695  843  

H29 263  10,587  1,639  

 

２ 平成 29年度教育調査結果 

「平成 29年度の主な取組」に対して、関連する教育調査の結果は以下のとおりである。 

 

 

H27 H28 H29

５年 64% 87% 78%

６年 34% 75% 86%

７年 48% 73% 45%

８年 38% 77% 72%

９年 54% 74% 65%

平均 48% 78% 72%

小学部 71% 83% 80%

中学部 100% 91% 67%

平均 81% 85% 75%

５年 81% 95% 79%

６年 75% 79% 89%

７年 75% 77% 69%

８年 74% 84% 78%

９年 88% 74% 68%

平均 78% 83% 78%

児
童
・
生
徒

小学校と
中学校が
一緒にな
り学園生
活が楽し
いと思
う。

肯定率は、
学年や年度
によって変
動があり、
一定の規則
性は見いだ
せない。

対象 設　問 学年
肯定率 H29結果の

ポイント

教
　
員

学級活動
や生徒会
活動・学
園行事が
活発に行
われるよ
う指導し
ている。

肯定率は、
学年や年度
によって変
動があり、
一定の規則
性は見いだ
せない。

保
護
者

先生は、
学級活
動、学校
行事に進
んで取り
組めるよ
うに指導
してい
る。

肯定率は、
学年や年度
によって変
動があり、
一定の規則
性は見いだ
せない。

 文化部（部活数） 運動部（部活数） 計（部活数） 

H26 旧和泉中   26人（４） 37人（６） 63人（10） 

H27 

中学部 

27人（４） 64人（６） 91人（10） 

H28 44人（５） 92人（６） 136人（11） 

H29 47人（５） 126人（６） 173人（11） 

H30 54人（６） 128人（６） 182人（12） 
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３ 今後の取組に向けて 

 

      平成 30年度は、平成 29年度と同様に、小学部と中学部の児童・生徒数が増加し、この傾向は 

継続している。特に中学部において、生徒数が開校以前の３倍となり、運動会や合唱コンクール 

等は、これまで以上に盛況に催されると期待できる。また、「小学部６年生の時に硬式テニス部を 

見てかっこいいと思ったので入った」と声が上がる等、中学部の部活動の活性化も期待できる。 

平成 29 年度の学校支援本部の学校サポーターの延べ人数も 1,600 人を超え、前年の約２倍近

くの方が協力してくれており、地域と連携・協働した学園運営も順調に行われていると言える。

児童・生徒数、学級数が増加し、児童・生徒の交流機会が増え活性化していることを踏まえ、今

後、小中の交流、通常学級と特別支援学級のさらなる交流を検討し、効果的な交流活動を築き上

げていく必要がある。 
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 検証の視点 

➄ 学園運営に対する総合的な評価について 

 

１ 平成 29年度の主な取組 

 

【平成 29年度学園運営方針の重点と評価】 

Ａ  小中一貫教育校として、「つながり」と「かかわり」のある教育が実践され、9年

間で、全児童・生徒に次のア～オを実現できる学園 

ア 児童・生徒の学力・体力を高める。   

イ 児童・生徒の３つの「Ｃ（創造・挑戦・かかわる）」を育成する。 

ウ 児童・生徒の英語についての関心・意欲や英語によるコミュニケーション力

を高める。  

エ 児童・生徒の豊かな心(社会貢献意識を重点として)をはぐくむ。 

オ ９年間を通して、“子どもの夢を繋ぐ”。（自己効力感「やればできる。夢が叶

う。」） 

Ｂ 地域運営学校「地域とともにある学校」として、地域・保護者・学校が一体とな

った教育が展開される学園 

Ｃ 一人ひとりを大切にする教育が推進される学園（特別支援学級の充実、特別支援

教室の開設の準備、不登校児童・生徒へのきめ細かな支援等） 

Ｄ 教師・保護者・地域が心一つに団結し、協働する学園（チーム杉並和泉学園とし

て教職員・保護者・地域が一つになる。小学部・中学部教員の協働意識をさらに

高める。） 

 

Ａ～Ｄの学園運営方針の重点を実現するために、この一年間、検証の視点①～④に記載した

様々な取組等を実施した。それらの取組を通して、教育調査や学園の独自調査、ＣＳアンケート

等により、成果面を把握するとともに、解決しなければならない課題を見いだすこともできた。

例えば、大切な成果指標の一つである国・都・区の学力調査等については、国・都の学力調査の

全体結果に比しては、平均正答率等において全て上回る状況であるものの、杉並区の結果との比

較においては、若干下回る傾向にあった。特に小学部において、学年が上がるにしたがって他校

と同様に平均正答率の高い層と低い層の二極化傾向が顕著になる状況が生じるのに対し、中学部

においては、学年が上がるにしたがって、学び残しのある生徒が少なくなるという成果も上がっ

ている。この課題は、本学園が小中一貫教育校となる以前から続いているものである。その課題

解決のために、小中一貫教育校の特性や豊かな IＣＴ環境、地域運営学校、学校支援本部設置校

の機能を最大限に活用してきた。今後も、義務教育９年間を通したカリキュラムに基づき、系統

性・連続性をもたせた教育活動や教員による指導を継続して行っていく必要がある。また、平成

29年度については、検証の視点①「小中９年間の学びの連続性を踏まえた学習活動による効果に

ついて」、視点②「学園生活における小中の相互交流等を通してもたらされる児童・生徒の成長

について」、視点③「学校支援本部や学校運営協議会等と連携・協働した学園運営について」に

記載したように、小学部教員と中学部教員の協働意識を改めて高めるべく取組を強化した。 
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２ 平成 29年度教育調査結果 

【成果が上がっていると評価されている主なもの】 

対

象 
設 問 

肯定率 

(第５～９学年平均) 
肯定率の経年変化から見る 

学園運営方針の重点とポイント 
H27 H28 H29 

児 

童 

・

生 

徒 

先生は、クラスのみんな
が分かり合い、協力し合
えるようにしてくれて
いる。 

66.0% 79.1% 81.8% Ａ 
かかわり合いのある取組への実感

が高まってきている。 

先生は、授業で自分がで
きたことを誉めてくれ
たり、間違えたところを
教えてくれたりしてい
る。 

64.2% 73.6% 74.6% Ａ 
自己効力感を高める取組の実感が

高まってきている。 

先生は、授業において電
子黒板やデジタル教科
書を活用している。 

77.6% 81.8% 92.0% Ａ 
電子黒板やデジタル教科書の活用

が浸透してきている。 

道徳の時間では、友達や
家族、地域の人たちと共
によりよく生きること
の大切さについて、みん
なで話し合っている。 

70.1% 59.9% 74.9% 
Ａ 

Ｂ 

かかわり合いのある取組への実感

が高まってきている。 

先生は、健康な生活を送
るために必要なことを
教えてくれている。 

67.3% 57.0% 74.9% Ａ 
健康増進・体力向上に関わる取組の

実感が高まってきている。 

保

護

者 

子供は、学校の授業を通
して、分かることやでき
ることが増えている。 

54.6% 55.2% 82.8% 
Ａ 

Ｃ 

自己効力感を高める取組への認知

が高まってきている。 

小中一貫教育（小中学部
教員による協働授業、児
童・生徒の交流等地域行
事への参加）が進められ
ている。 

46.0% 49.1% 68.1% 

Ａ 

Ｂ 

Ｃ 

Ｄ 

小中一貫教育に関わる取組への認

知が高まってきている。 

子供は学園での生活を
通して他者とともによ
りよく生きるための力
が育まれている。 

41.2% 67.7% 71.7% 

Ａ 

Ｂ 

Ｄ 

かかわり合いのある取組への認知

が高まってきている。 

学園では、子供が安心・
安全な学園生活を送る
ことのできる学級づく
りを行っている。 

62.4% 69.6% 82.5% 
Ａ 

Ｃ 

一人一人を大切にする教育の推進

への認知が高まってきている。 

子供は学園での生活を
通して、体力や食、生活
習慣をはじめ、健康な生
活を送る力が育まれて
いる。 

40.5% 73.1% 73.9% Ａ 
児童・生徒の体力等を高める取組へ

の認知が高まってきている。 

学園は子供たちの発達
に関する課題等、障害理
解を深める情報を提供
している。 

38.9% 32.8% 45.8% Ｃ 
一人一人を大切にする教育の推進

への認知が高まってきている。 
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教

員 

各教科等において、義務

教育９年間を見据えた

一貫性のある学習指導

計画を作成している。 

69.0% 65.9% 83.3% 
Ａ 

Ｄ 

小中一貫教育に関わる取組が推進

されてきている。 

連携する小中学校の教

員が協力し合って各教

科等の学習指導に取り

組んでいる。 

69.0% 62.5% 88.1% 
Ａ

Ｄ 

小中一貫教育に関わる取組が推進

されてきている。 

９年にわたる異年齢の

児童・生徒が共に生活す

る学園になることで、一

人一人の個性や成長・発

達のつながりに対する

理解が深まった。 

75.9% 70.7% 88.1% Ａ 
小中一貫教育に関わる取組が推進

されてきている。 

異校種、異学年の児童・
生徒の交流が深まった。 

58.6% 65.9% 83.3% 

Ａ 

Ｃ 

Ｄ 

小中一貫教育に関わる取組が推進

されてきている。 

生活指導や教育相談に
関わる児童・生徒の情報
は、義務教育９年間を通
して蓄積し必要になっ
た際迅速に確認できる
よう収集整理されてい
る。 

48.3% 48.8% 73.8% 
Ａ 

Ｄ 

小中一貫教育に関わる取組が推進

されてきている。 

小学部と中学部の教員
間で意思疎通が円滑に
行われている。 

― 58.5% 71.4% Ｄ 
小学部・中学部教員の協働意識が高

まってきている。 

特別な支援が必要な児
童・生徒に対して、校内
委員会で検討し、個別の
教育支援計画を作成し
ている。   

79.3% 80.5% 90.5% Ｃ 
一人一人を大切にする教育に関わ

る取組が推進されてきている。 
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【課題解決が必要と評価される主なもの】 

対

象 
設 問 

肯定率(同上平均) 肯定率の経年変化から見る

学園運営方針の重点 H27 H28 H29 

児

童 

・

生

徒 

特別支援学級や自校外
の障害のある同じ年く
らいの子どもと交流す
る機会がある。 

64.6%  71.0% 56.1% Ｃ 

特別支援学級等との交流

機会については、改善の

必要がある。 

先生は、地域の人たちと
協力しながら、授業や学
校行事をよりよくして
くれている。 

77.2% 77.0% 64.4% Ｂ 

教員と地域の方々との協

力等については、周知の

方法を含めて改善の必要

がある。 

中学部生徒(小学部児童)

と日常的に接すること
で、上級生に対する憧れ
の気持ち(下級生の手本
になろうとする気持ち)

が強まった。 

48.9% 49.0% 41.3% Ａ 

中学部生徒と小学部児童

との接し方のついては、

調査の方法を含めて改善

の必要がある。 

先生は、学級活動や生徒
会活動、学校行事に進ん
で取り組めるように指
導してくれる。 

78.3% 74.0% 64.4% Ａ 

学級活動や生徒会活動、

学校行事の指導について

は、周知の方法を含めて

改善の必要がある。 

保

護

者 

義務教育９年間を通し
た一貫性のある教育(小
中一貫教育)は、子ども
たちの成長や発達によ
い効果をもたらしてい
る。 

51.0% 42.2% 34.6% Ａ 

義務教育９年間を通した

一貫性のある教育につい

ては、周知の方法を含め

て改善の必要がある。 

杉並和泉学園の小中一
貫教育の意義や内容に
ついて理解している。 

63.6% 55.1% 51.7% Ａ 

小中一貫教育の意義や内

容については、周知の方

法を含めて改善の必要が

ある。 

※Ａ～Ｄの仕分けは、前述の平成 29年度学園運営方針を示しています。 
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３ 今後の取組に向けて 

 

平成 29年度、本学園は、「児童・生徒の確かな学力の向上」等の課題の解決に向けて、小学部教

員と中学部教員の協働意識を高め、小中９年間を通した系統性・連続性のある学習活動を日常的に

行うことを目指した経営が行われた。結果として、教育調査からは、小中学部の教員同士が児童・

生徒の成長を目指して、かかわり合って教育活動を進めたり、共同研究等を行ったりすること等に

より、教員の協働性が高まる状況を把握することができた。また、児童・生徒の調査からは、本学

園の教員の親身な指導や効果的な教育活動が展開されていることが見られた。一方、保護者対象の

調査からは、小中一貫教育にかかわる様々な取組は進展していることは認めるものの、その意義や

成果等について、十分に理解されているとは言えない状況であることも確認できた。このことは、

前年度の検証においても指摘されたことであり、その解決に向けて行った平成 29 年度の様々な取

組についても、再度検討する必要がある。 

学園としては、今後小中一貫教育校としての次のステージとして、これまで成果を上げてきた取      

組については、さらなる充実を目指すとともに、新たな取組にも挑戦していく必要がある。加えて、    

継続している取組についても、不断の見直しを行い、場合によっては大胆な改善策等を講じていく     

必要もある。さらに、道徳の教科化、小学部高学年での英語の教科化等「新学習指導要領への対応」 

についても、小中一貫教育校の利点を生かした学園運営を行って行かなければならない。 

平成 30 年度学園運営計画や教育課程には、各方面からいただいた意見や評価を参考に、児童・

生徒及び保護者に、本学園が目指す小中一貫教育の方向性やそのために実施する取組等について、

期待される効果等を含め、分かりやすく示していくことが求められている。 
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Ⅳ 検証結果に対する学識経験者の意見 

「Ⅱ 検証の目的・方法等」及び「Ⅲ 検証結果」に対する学識経験者からの意見は、

以下のとおりである。 

 

学識経験者の意見（帝京大学大学院 中田正弘教授） 

 

開校３年を迎えた杉並和泉学園（以下「学園」という）の、平成 29年度における運営等に関

する検証結果に基づき、その成果・課題を整理する観点から、いくつかの意見を述べたい。 

本報告書では、５つの視点から検証が行われている。具体的には、①９年間の学びの連続性を    

踏まえた学習成果、②小・中学部の交流を通じた子どもたちの成長、③学校支援本部や学校運営    

協議会等と連携・協力した学校運営、④学園の活性化、⑤学園運営への総合的な評価の５点であ   

る。 

まず、９年間の学びの連続性を踏まえた学習成果についてであるが、学園では、開校以来、小  

中を一貫した教育課程・指導計画を編成するとともに、連続的な指導が可能となるように小中

教員の相互交流を実施してきた。さらに IＣＴ活用の研究も進め、教育課程や教師の協働体制、

教育環境等の改善・充実に努めてきた。こうした取組は、徐々に児童・生徒や保護者に認知され

てきている状況が報告書から読み取れる。一方で、学力調査に基づく検証では、区の平均値を全

般的に下回る結果となっている。その要因については、様々な角度から分析する必要があるが、

今後とも“学力向上”と “学びの連続性”との関係を重視した取組に期待したい。近年、認知

能力の高さだけが個人の適応力を高めるわけではないことを示唆する研究が多く提出され、個

人の持つ協調性や自尊心、協働性、外向性など、非認知能力の育成が注目されている。つまり、

「学びに向かう力」である。学園の教育環境を生かし、自ら学びに向かう子どもたちを育成する  

ことは重要である。 

学びの連続性を重視した授業づくりのための教師の協働や学習環境の整備は、児童・生徒の 

学校生活の面にも影響を与えることが考えられる。なぜならば、自己肯定感や自己効力感の形 

成は、環境要因と強く結び付くからである。本報告書の自己効力感や相互承認の態度に関する    

調査結果を見てみると、区全体の傾向とはほぼ変わらないようである。ただし、中学部と小学 

部が一緒に活動をすることの大切さに関する調査については、決して高い数値ではなく、また、 

学年進行に伴ってその数値は低くなる傾向がある。報告書でも指摘しているように、活動内容 

の設定が難しいことは理解できる。与えられた交流活動は、楽しさを享受するきっかけにはな 

るが、自主的な取組に移行させるのは難しい。小中学生が一緒に活動できる学校であることを 

前提としたさらなる工夫や取組を望む。 

学校と地域との連携・協働関係の確立は、小中一貫教育の成果をあげる上で、不可欠である。 

学園の教育活動を支える学校支援本部の平成 29年度の活動回数は 263回、そしてボランティア    

の参加は、1,639 人（延べ）と飛躍的に増加している。内容も、学習支援、部活動支援のほか、 

英検や漢検など、学びを広げる機会の提供にもなっている。学校の取組に共感し、それを支えよ 

うとする地域の方々の力であると感じる。３年間の大きな成果の一つであろう。先生たちも、カ 

リキュラム・マネジメントを行いながら、教育活動を推進している様子が伺える。これらは学園    
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が目指すひとつの姿に違いない。「小中一貫教育の導入状況調査」（平成 29年３月実施）を見て 

も、小中の教員の打合せ 時間の確保や９年間の系統性に配慮した指導計画づくり等は重要な課 

題になっている。ぜひとも継続して取り組んでほしい。また、検証の視点④の「小学校と中学校 

が一緒になり学園生活が楽しいと思うか」という問いに対しても、学年によって大きくポイン 

トを上げたり下げたりしている。一定の規則性を見いだすことは大切であるが、同時に、特徴的 

に変化のあったケースについて、詳細な要因を探るべきであろう。一方、今年度より加わった検 

証の視点⑤では、「連携する小中学校の教員が協力し合って各教科等の学習指導に取り組んでい 

る」という問いに対して昨年に比べ約 25％、「小学部と中学部の教員間で意思疎通が円滑に行わ 

れている」という問いに対して約 15％肯定率が上がっており、教員の意識は着実に高まってい 

ることが読み取れる。 

平成 29年度に告示された学習指導要領により、日本の学校教育は、資質・能力育成型の教育    

課程へと大きく変わろうとしている。それは、「知識・技能」「思考力・判断力・表現力等」、そ

して「学びに向かう力」という３つで示されている。これらの資質・能力は、児童・生徒が９年

間の学園生活の中で、学びに対する目的を持ち、豊かな教育環境（施設・設備等）を活用しなが

ら、自分の学びを広げていく「自律的な学習者」を育成することによって身に付いていくもので

あると考えている。 

結びに、学園は、地域の児童・生徒の減少を背景に、平成 20年から保護者や学校関係者、地

域住民等によって、望ましい教育環境づくりに関する話し合いや検討が進められ、平成 27年に

開校に至った学校である。報告書を読み、３年を迎えた今、視点④の結果に示されているよう

に、児童・生徒数が増加していることは学校が地域に信頼されている証である。現れてきている

成果を大切にしつつ、課題となっている点の背景・要因を詳細に分析し、新たな取組を創り出し

ていく時期に来ているように感じた。その視点は、すでに報告書の検証の視点⑤に示されてい

る。今後も、学校・地域・教育委員会が一体となって話し合い・検討を進めていくことを期待す

る。 
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Ⅴ 終わりに 

 

今年度の検証は、開校１年目・２年目の検証結果に対する意見を踏まえ、検証の視点について   

も見直しをし、新たな視点も加えて行った。 

その結果、昨年までと同様の４つの検証の視点においては、それぞれ開校１・２年目よりも、

さらに充実した取組が行われたと言える検証結果となった。また、新たに加えた検証の視点にお

いては、学識経験者（帝京大学大学院 中田正弘教授）のご意見にもあるように、開校３年目に

ふさわしい視点として、昨年とは異なる角度から分析することができた。 

 

中田教授からは、小中学校の教員同士の協力や意思疎通の円滑化について肯定率が向上して   

いる調査結果等を踏まえ、教員の意識が着実に高まっているとの評価を頂いた。文化の異なる

小学校・中学校の教員が、日々様々な工夫や努力により、児童・生徒や保護者に向き合い、学

園の円滑な運営に邁進してきたことにより、施設一体型小中一貫教育校としての足元が、少し

ずつ揺るぎないものになりつつあることが実感できる。加えて、「視点④の結果に示されている

ように、児童・生徒数が増加していることは学校が地域に信頼されている証である。」との評価

や「現れてきている成果を大切にしつつ、課題となっている点の背景・要因を詳細に分析し、

新たな取組を創り出していく時期に来ている」との指摘も頂き、 学園の検証も、第二ステージ

に入っていく必要性を感じる。 

もとより小中一貫教育校は、９年間の学びの連続性の中で成果や課題等を見出すものであろ

うが、開校後３カ年にわたるこの間の検証においても、成果や課題等の整理が行われたものと

思う。 

 

こうした指摘や考えを踏まえ、これまでの年度ごとの検証については、今後、学園における

学校評価等に委ねることとし、定量的な評価と共に定性的な評価の視点を加えるなど、「杉並区

小中一貫教育推進委員会」において、検証に関する研究を行い、小中一貫教育の更なる発展に

生かしていきたいと考える。 
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１ 杉並区小中一貫教育推進委員会設置要綱  

平成21年10月23日 

杉教第7342号 

（設置） 

第１条 杉並区小中一貫教育基本方針（平成21年９月９日杉並区教育委員会決 定）に基づ

き、小学校から中学校までの９年間を通した一貫性のある教育を推進するため、杉並区小中

一貫教育推進委員会（以下「委員会」という。）を設置する。 

（所掌事項） 

第２条 委員会は、次に掲げる事項を所掌する。 

(１) 小中一貫教育に係る施策等の検討及び推進に関すること。 

(２) 小中一貫教育に係る総合調整に関すること。 

 (３) 小中一貫教育校の設置及び既存校検証に関すること。 

  (４) その他小中一貫教育の推進に関する必要な事項 

（組織） 

第３条 委員会は、次に掲げる者をもって組織する。 

 (１) 委員長 教育委員会事務局次長 

  (２) 副委員長 教育委員会事務局教育企画担当部長 

 教育委員会事務局学校整備担当部長 

 (３) 委員 教育委員会事務局庶務課長 

   教育委員会事務局教育人事企画課長 

   教育委員会事務局学務課長 

   教育委員会事務局特別支援教育課長 

   教育委員会事務局学校支援課長 

   教育委員会事務局学校整備課長 

   教育委員会事務局学校整備担当課長 

   杉並区立済美教育センター所長 

   杉並区立済美教育センター統括指導主事 １名 

   小学校長会代表 １名 

   中学校長会代表 １名 

   小学校副校長会代表 １名 

   中学校副校長会代表 １名 

   杉並区立済美養護学校副校長 

（委員長及び副委員長） 

第４条 委員長は委員会を代表し、委員会の会務を総理する。 

２ 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故があるときは、その職務を代理する。 

（会議） 

第５条 委員会は、必要に応じて委員長が招集する。 

２ 委員長は、必要があると認めるときは、委員以外の者の出席を求め、意見を聴き、又は説明 
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を求めることができる。 

（部会） 

第６条 委員長は、小中一貫教育に係る専門的な課題を検討するため、委員会のもとに部会を置

くことができる。 

２ 部会に部会長及び副部会長を置き、委員長が指名する者をもって充てる。 

３ 部会の構成員は、委員長が指名する。 

４ 部会長は、部会を招集し、会務を総理するとともに、部会の検討経過及び結果を委員会に報

告する。 

（庶務） 

第７条 委員会の庶務は、教育委員会事務局学校支援課において処理する。 

 （委任） 

第８条 この要綱に定めるもののほか、委員会の運営に関し必要な事項は、教育委員会事務局次

長が別に定める。 

 

附 則 

この要綱は、平成21年11月１日から施行する。 

附 則（平成25年３月12日杉教第11676号） 

この要綱は、平成25年３月１日から適用する。 

附 則（平成27年２月26日杉教第11838号） 

この要綱は、平成27年４月１日から施行する。 

附 則（平成29年３月27日杉教第12841号） 

この要綱は、平成29年４月１日から施行する。 
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２ 杉並区小中一貫教育推進委員会名簿及び杉並和泉学園検証部会委員 
名簿 
 

【平成30年度 杉並区小中一貫教育推進委員会等名簿】  

役職名 所 属 等 氏  名 備   考 

委員長 教育委員会事務局次長 田中 哲  

副委員長 教育企画担当部長・教育人事企画課長 白石 高士  

副委員長 学校整備担当部長 中村 一郎  

委 員 庶務課長 都筑 公嗣  

委 員 学務課長 髙山 靖  

委 員 特別支援教育課長 阿部 吉成  

委 員 学校支援課長 髙沢 正則  

委 員 学校整備課長 渡邊 秀則   

委 員 学校整備担当課長 岡部 義雄  

委 員 済美教育センター所長 平﨑 一美  

委 員 高井戸第三小学校校長 馬場 章弘 小学校長会代表 

委 員 高円寺中学校校長 橋本 剛 中学校長会代表 

委 員 向陽中学校校長 菅野 武彦 中学校長会代表 

委 員 杉並和泉学園副校長 佐々木 啓之 中学校副校長会代表 

委 員 天沼小学校副校長 山内 江美 小学校副校長会代表 

委 員 済美教育センター統括指導主事 寺本 英雄  

【杉並和泉学園 検証部会委員】 

役職名 所 属 等 氏  名 

部会長 庶務課長 都筑 公嗣 

副部会長 学校支援課長 髙沢 正則 

委 員 教育人事企画課長 白石 高士 

委 員 学務課長 髙山 靖 

委 員 特別支援教育課長 阿部 吉成 

委 員 学校整備課長 渡邊 秀則 

委 員 学校整備担当課長 岡部 義雄 

委 員 済美教育センター所長 平﨑 一美 

委 員 済美教育センター統括指導主事 寺本 英雄 

委 員 杉並和泉学園 学園長 田中 稔 

委 員 杉並和泉学園 副学園長 荒木 憲秀 

【事務局】 

所 属 等 氏   名 

学校支援課学校支援係長 小林 淳 

学校支援課学校支援係 大内 美沙季 
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３ 杉並和泉学園学校運営協議会委員名簿（平成 30年４月１日現在） 
 

役職名 所 属 等 氏  名 

校長(学園長) 杉並和泉学園学園長 田中 稔 

会 長 玉川大学教育学部教授 坂野 慎二 

委 員 和泉親児の会会員 坪井 裕三 

委 員 学校支援本部事務局統括 伊藤 歩 

委 員 和泉親児の会会員 三浦 陽一 

委 員 杉並和泉学園中学部元ＰＴＡ会長 久保田 知子 

委 員 杉並和泉学園小学部元ＰＴＡ会長 増田 結子 

委 員 旧和泉中学校ＰＴＡ会長 松本 利惠 

委 員 学校支援本部本部長 吉𣘺 正美 

 
４ 杉並区小中一貫教育推進委員会等の開催経過 
 

開 催 日 会 議 等 主な内容等 

平成30年７月３日(火) 
第１回杉並区小中一貫

教育推進委員会 
・検証の進め方等について 

８月７日(火) 第１回検証部会 ・検証の途中経過について 

９月19日(火) 
杉並和泉学園学校運営

協議会 
・検証結果（素案）について 

10月１日(木) 第２回検証部会 ・検証結果（修正素案）について 

10月４日(木) 学識経験者の意見聴取 

10月25日(木) 
第２回杉並区小中一貫

教育推進委員会 
・検証結果（案）について 

 

 

 


